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学位論文要旨

疲労に関する研究は，これまで主に労働環境や医療臨床を中心に行なわれてきたが，近年，疾病構

造の変化や若年者の体力低下の現状を背景に，日常生活において生起する疲労が問題視されてきてい

る。

労働者の疲労を把握する目的は，生産性の効率化等を意図した労働環境の改善にある。一方，日常

の生活活動によって生じる疲労を把握する目的は，豊かな生活を営むための生活習慣等の見直しにあ

る。すなわち，両者の疲労評価の目的は質的に大きく異なる。

今日，青年期学生の体力低下や不摂生な生活に起因する生活習慣病が危倶されており，日常の生活

活動によって生起する疲労の評価が重要な課題とされている。幼少年期では生活習慣に及ぼす親の影

響が大きいのに対し，青年期では家庭以外の環境が大きな影響を及ぼす。この点で，青年期は，成人

以降の適正な生活習慣を確立する上で基礎となる重要な時期にある。この時期に，疲労を客観的に自

己評価しうる環境を整えることは，健康習慣に対する知識や実践力に繋がり，生涯教育の観点からも

特に望まれている。

疲労の評価方法は多数あるが，今日最も多くの分野に用いられているのは，労働環境において使用

されてきた疲労自覚症状尺度である。特に欧米では，プライマリー。ケアあるいは疾病治療後の経過

評価等を目的に，疲労自覚症状尺度の開発が盛んに行なわれ，実用化も進んでいる。疲労自覚症状尺

度は様々な分野で活用されているが，青年期学生に適用する場合，幾つかの問題点がある。

日常の生活活動に伴って生起する疾病は，原因が明らかな労働環境にける疲労とは質的に大きく異

なるため，労働者を対象に作成された既存の尺度をそのまま青年期学生の疲労評価に利用することは，

問題である。

今日汎用されている労働者を対象とした疲労自覚症状尺度は，1950年当時の調査項目に基づくもの

であり，合理的手順を踏まえて作成されたものとは言い難い。実際，この尺度を開発した産業衛生学

会産業疲労研究会もこの点を憂慮し，1999年に改訂作業に着手した。

青年期学生を対象とした合理的で独自な疲労自覚症状尺度は，今日必要不可欠にも関わらず，未だ

既存の尺度を利用しているのが実状である。青年期学生の疲労評価の意義を踏まえた場合，尺度の作

成は急務である。

以上の疲労研究の現状と問題点を踏まえ，本研究は，青年期学生を対會象とする新たな疲労自覚症状
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尺度の作成を目的としたものである。

以下に本論文の構成とともにその内容について述べる。

第１章では，疲労研究の背景，疲労の評価方法，疲労自覚症状尺度の位置付けを示し，青年期学生

を対象とする疲労自覚症状尺度作成の意義および目的を論述した。

第２章では，疲労に関する先行研究をまとめた。青年期学生の日常生活活動によって生起する疲労

の評価が望まれ，研究も盛んになってきている現状を提示し，青年期学生の疲労評価は健康に対する

知識や実践力を踏まえても重要であることを論述した。

疲労の定義は本体そのものではなく，疲労に伴う種々の現象によって定義されていることを示した。

また，疲労とストレスとの関係を検討した結果，日常生活においては様々なストレッサーが生体に影

響を及ぼすため，疲労の原因となる負荷よりも，むしろ負荷により生起した現象としての疲労がより

重要な意味を有することを提示し，主観的評価を含む疲労自覚症状を扱う意義が大きいことを導いた。

疲労は主観的評価，パフォーマンス，生理。生化学的測定などの複数のパラメータから総合的に評

価されるべきと考えられたが，実際に日常生活活動によって生起する疲労を評価する場合，如何なる

変量を選択するかは，難しい問題であり，またどのような場面においても適用できるとは限らず，生

活習慣の改善等を目的とする疲労評価の意義において，実際的ではないことを示した。これらのこと

から，生理的指標による疲労検査法の実施を考慮しても，現在，疲労自覚症状を捉えることが最も妥

当な手段であることを導出した。

また，学校環境における疲労自覚症状に関する報告は幾つか認められるが，学校環境を対象にした

疲労自覚症状尺度は未だ開発されておらず，青年期学生を対象とした新たな疲労自覚症状尺度の作成

が急務であることを提示した。

さらに，疲労自覚症状の内容や評価方法を説明し，従来の疲労自覚症状研究における諸問題を明か

にした。

以上，疲労自覚症状尺度を適用するにあたり，青年期学生の日常生活活動によって生起する疲労評

価の意義を中心に，近年の研究成果を整理した上で，検討薑すべき問題を導出した。

第３章では，具体的な問題および研究課題を設定した。１）疲労自覚症状評価の対-象に関する問題

(労働者から青年期学生へ)，２）青年期学生における疲労自覚症状評価に関する問題，３）疲労自覚

症状尺度作成の手続きに関する問題，４）因子分析の手続きと解釈の問題，５）尺度の適用に関する

問題，の以上５点である。

第４章から第10章までは３部構成で論を展開した。第１部は調査項目の選択に関する研究，第２部

は調査項目の特性に関する研究，第３部は尺度の作成および適用に関する研究である。

第１部（第４章および第５章)，調査項目の選択に関する研究では，理論的妥当性を踏まえ，疲労

自覚症状の仮説構造を設定し，先行研究および自由記述法による調査から，154項目を抽出した。被

調査者は，石川県，福井県，北海道，秋田県，宮城県の高校，高等専門学校，及び大学に調査を依頼

し，承諾を受けた８校における15歳～20歳の生徒及び学生で，回答結果に不備のない731名であった。

得られた資料を解析し，経験的評価の観点から疲労自覚症状調査項目として一般性の高い質問項目の

選択を行なった。すなわち，各調査項目は疲労時に自覚する内容であるか否か，また，疲労の指標と

してどの程度重要であるかについて検討し，疲労時に自覚する可能性が高く，疲労の指標として重要

視される54項目を再選択した。また，疲労自覚症状の経験的評価には性差が認められ，男子よりも女

子の方がより多くの疲労自覚症状を重要視することが明らかとなった。

第２部（第６章，第７章，第８章）では第１部での検討結果を踏まえて作成した調査を実施し，各

種疲労自覚症状の訴えについて回答を得た。性や年齢の基本属性，さらには主観的疲労感，生活習'償

等の関連諸要因との関係から，疲労自覚症状の特徴を明らかにするとともに，疲労自覚症状尺度を構

成する調査項目としての有効性を検討した。調査対象は，福井県における全ての高校，高等専門学校，

及び大学に調査を依頼し，承諾を受けた20校，さらに，北海道，秋田県，宮城県，石川県，福岡県の
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一部の高校，高等専門学校，及び大学における，１５歳～20歳の生徒及び学生5,539名であった。各校

において，学年及び性がほぼ同じ数になるよう対象の選定を依頼した。この結果，以下の諸点が明ら

かとなった。

疲労自覚症状の訴えはその内容に関わらず性差が存在し，男子よりも女子において訴えが高かった。

男女ともに疲労自覚症状に及ぼす年齢の影響は全般的に低いが，男子において注意集中困難，女子に

おいて焦燥身体違和感との間には何らかの関連があると考えられた。主観的疲労感は男女ともに殆ど

の疲労自覚症状に程度の差こそあれ影響を及ぼすと推測された。生活習慣が疲労自覚症状に及ぼす影

響はそれほど高くないものの，疲労自覚症状の内容によって，関与の程度が異なることが明らかにさ

れた。時間経過に伴う疲労自覚症状の訴えは，その内容によって異なる傾向を示し，特にだるさに関

する疲労自覚症状は他の自覚症状と異なり日を追って訴えが高まると推測された。

第３部（第９章，第10章）では第２部の検討薑結果を踏まえ，疲労自覚症状尺度の作成を行った。

疲労自覚症状調査54項目間の相関分析より，類似した項目対薑の10項目を削除し，４４項目を再選択し

た。４４項目からなる相関行列に斜薑交promax回転による因子分析を適用した。その結果，集中思考困

難，だるさ，意欲低下，活力低下，ねむけ，及び身体違和感の６因子が解釈された。各因子から，因

子負荷量の高い上位４項目を選択し，６つの下位尺度（６因子計24項目）からなる疲労自覚症状尺度

を作成した。６つの下位尺度毎に主成分分析を行った結果，いずれの尺度も固有値が大きく，各第１

主成分に対する各項目の負荷量は高かった。選択された疲労自覚症状24項目と当初の54項目の総合得

点間には，非常に高い相関係数が認められ，項目数の減少による情報量の損失も少ないと考えられた。

本尺度と，欧米で汎用されている疲労自覚症状尺度ＭＦＩ－２ｑＰＯＭＳのＦ（疲労）尺度，状態不安尺

度STAIとの関係を検討した結果，高い相関が認められ，規準関連妥当性が高いと判断された。各下

位尺度のα係数から，高い信頼性が確認された。以上のことから，本尺度は，従来の疲労自覚症状の

構成概念（因子）を包含しつつ，より少数の項目から構成され，実用性の点からも有効と判断された。

本尺度は，青年期学生に適用するため，健康教育の一貫としても尺度の自己評価を念頭に置かなけ

ればならない。そこで，尺度の標準化を行ない，簡便な評価方法を規準得点とともに提示した。本尺

度を実際に使用した結果，本尺度は簡便且つ実用的であり，青年期学生の日常生活における疲労自覚

症状を評価しうる有効な尺度と判断された。

本研究で作成した新疲労自覚症状尺度は，これまでの疲労研究および既存の疲労自覚症状尺度に関

する諸問題を解決するものである。今後，本尺度の適用を通して，青年期学生の日常生活に有用な知

見を得ることが期待される。
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Abstract

Problemsrelatedtoourhealth，includingthoseoflifeslyle，wereinvestigatedinrecognitionoｆａｎｍ‐

creasednumberoflife-stylerelateddiseasepatientsandloweredphysicalfimessinadolescentsTheprob-

lemshaveledtosuhjectivesymptomsofhltigue（SSF）inthedailylifeofadolcscentstudentsreceiving

pUblicattention・ThercshouldbeanappropriatescalｅｔｏｍｅａｓｕｒｅＳＳＲ

Ｉｎｔｈｉｓｓｔｕｄｙ，wereviewedthescalesusedinvariousfieldssuchthosefbrthewolkingenvironment

andmedicalscenesTheｐｕｌｐｏｓｅｗａｓｔｏｃｏｎｓｔｒｕｃｔａｎｅｗＳＳＦｓｃaｌｅｔｏａｐｐｌｙｔｏｔｈｅdailylifeofadoles-

centsmdents，whichisdiffbrentfTomthatoflaborers，

First，weselccteditemswithhighuniversalitymatchestothedailylifeoftheadolesccntsmdentsfbr

aquestionｎａｉｒｅｏｎＳＳＦ，Next，weclarifiedthechamcteristicsofＳＳＦｉｎｔｈｅｄａｉｌｙｌｉｆｂｏｆａｄｏｌｅｓｃｅｎｔｓtu-

dents，ａｎｄｓｍｄｉｅdthepracticabilityofitemsfbrthequestionnairethatmadeuptheSSFscaleFinally，

aSSFscalewith6ftLctors（difEcultywithconcentratedthinking,languor,reducedmotivation,drowsiness

andfeelingofphysicaldisintegration),whichwerefbnnedbytwenty-fburdiflerentitems,wasidentified

andstandardized・Thisscalcissuperiorinvalidityandreliability,andisjudgedtobeconvenientand

practicaL

Weexpecttoobtainmoreusefillmfbnnationonanadolescentstudent1sdailylifebyapplyingthiｓ

scale．
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学位論文審査結果の要旨

本論文は，疲労自覚症状尺度の作成に関する研究である。疲労自覚症状に関する研究は，これまで

主に生産性の効率化を目的とする労働環境の改善のために行なわれ，近年欧米では予防医学の見地か

らプライマリー。ケアの一環として行なわれている。しかし今日，青年期学生の日常生活活動によっ

て生起する疲労の評価が重要な課題とされている。このことは，国の健康白書や健康教育に携わる学

校教師の現場の声からも明らかである。特に青年期は，成人以降の適正な生活習慣を確立する上で基

礎となる重要な時期にあり，疲労を客観的に自己評価しうる環境を整えることは，健康習慣に対する

知識や実践力に繋がり，生涯教育の観点からも強く望まれている。

産業衛生の分野で1970年に開発された疲労自覚症状尺度「自覚症状しらべ」は，労働環境のみなら

ず，その他の分野でも幅広く利用されている尺度である。しかしながら，どの年齢や集団に対しても

同尺度が一律に適用されており，大きな問題点として指摘されている。今日，生徒あるいは学生達に

あっては，睡眠不足や朝食欠食等の不摂生な生活習慣，さらに受験や将来に対する不安等の様々なス

トレスがみられ，慢性的に疲労を訴えている実態が報告されている。しかし，青年期学生を対象とす

る疲労自覚症状尺度は未だ開発されておらず，労働者を対象とする既存の疲労自覚症状尺度が流用さ

れているのが現状である。

このような研究の背景と筆者の立場（高等専門学校教官）から，本論文は出発した。文献研究を通

して，これまでの本邦における疲労自覚症状尺度の作成経緯を明らかにし，また学校現場や社会調査

等の資料から，労働環境と日常生活環境における疲労自覚症状評価の目的が異なることを浮き彫りに

した。

本論文の意義は，１．労働者だけの問題に留めずに，日常の活動によって生じる疲労を対･象とした

こと。これによって，健康的な社会生活を営むための生活習慣の見直しや行動様式の改善が期待でき

る。２．生涯教育の観点から特に青年期学生の疲労に着目し，彼らの疲労を適正に評価するためには

新たな尺度が必要かつ重要であることを指摘したこと。３．約6,000名の青年期学生に対して実施し

た調査結果に基づいて，合理的な疲労自覚症状尺度を作成し，加えて尺度の妥当性や信頼性等をも検

証したこと，にある。

本論文は，青年期学生を対象とする新たな疲労自覚症状尺度の作成を目的として，以下の５つの問

題を設定した。１．対象に関する問題（労}働者から青年期学生へ)。２．青年期学生における疲労自

覚症状評価に関する問題。３．尺度作成の手続きに関する問題。４．因子分析の手続きと解釈の問題。

５．尺度の適用に関する問題。これら諸問題を解決すべ〈，本論文を，１．調査項目の選択に関する

研究，２．調査項目の特性に関する研究，３．尺度の作成および適用に関する研究，の３部から構成

した。

調査項目の選択に関する研究では，尺度作成にあたって考慮すべき手続きが既存の尺度では十分検

討されていない現状を踏まえ，調査項目の選択手順を見直した。まず広範な文献研究を踏まえ，疲労

自覚症状の仮設構造を設定した。先行研究および自由記述法により調査項目を抽出し，理論的妥当性

を検討の上，項目選択を行なった。さらに，被調査者の経験的評価をもとに調査項目を検討した。こ

れら一連の手続きにより，調査項目の妥当性を高めたことは特筆できる。疲労自覚症状の経験的評価

には性差が認められ，男子よりも女子の方がより多くの疲労自覚症状を重要視する傾向にあることを

明らかにした。これは，先行研究における疲労自覚症状の訴えの性差が，体力などの生理学的特質だ

けに由来するのではないことを示唆する新たな知見である。

次に，以上の経験的評価を踏まえて作成した調査票を利用して，約5,500名の男女学生に調査を実

施し，各種疲労自覚症状の訴えについて回答を得た。そして，性，年齢，主観的疲労感，生活習慣等

の諸要因との関係を検討し，疲労自覚症状の特徴を明らかにした。具体的には，疲労自覚症状には性

差，主観的疲労感，生活習,慣等が関係するものの，疲労自覚症状の内容に応じてそれらの特徴が異な
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ることを明らかにした。特に，従来同一視されてきた「ねむけ」と「だるさ」は，異なる訴えの傾向

を示したことから，両者は区別して扱われるべきとの知見を得た。また，主観的疲労感と疲労自覚症

状との関連はその内容によって異なり，青年期における疲労の訴えは，具体的な自覚症状の内容を考

慮する必要性を明らかにした。

上述の様々な観点から検討された調査項目に因子分析を適用し，集中思考困難，だるさ，意欲低下，

活力低下，ねむけ，および身体違和感の６つの疲労自覚症状因子から構成されることを明らかにした。

因子妥当性および実用性を考慮し，６尺度24項目からなる疲労自覚症状尺度を作成した。本尺度は，

ＭＦＩ（MultidimensionalFatiguelndex)，ＰOＭＳ（ProfileofMoodStates)，STAＩ（State-TraitAnxiety

Inventory)等との各尺度との関係による実証的妥当性が確認され，下位尺度の信頼性も高かった。よっ

て，本尺度は従来の疲労自覚症状の構成概念（因子）を包含し，より多面的な評価が可能であると判

断された。さらに，尺度の標準化と実際の利用を通して有用性を検討した結果，本尺度は簡便かつ実

用的であり，青年期学生の日常生活における疲労自覚症状を評価しうる有効な尺度と判断された。疲

労自覚症状尺度の作成を中心とする一連の検討雲結果は，本研究で設定した５つの問題を解決し，今後

さらに青年期学生の日常生活に有用な知見を得ることが期待される研究成果と考えられる。

本研究に着手するきっかけとなった「自覚症状しらべ」の問題点は，現在，産業衛生学会が中心と

なって進めている2001年版改訂プロジェクトにおいても解消されようとしている。小林は，このプロ

ジェクトの委員として当初から改訂作業に携わっており，本論文で設定した諸問題や得られた知見は，

同プロジェクトの作業にも反映されている。

なお，小林の本論文に関する諸研究の一部は，日本体力医学会の学会誌「体力科学」に２編，衛生

学界の主雑誌である「日本公衆衛生雑誌」に２編，同「日本衛生学雑誌」に２編の，計６編にすでに

発表されている。このほか，疲労自覚症状に関する３編の論文と全国学会での15件の口頭発表があり，

学界における疲労自覚症状の研究者としての評価は高い。

以上により，本論文は博士論文として充分合格の水準にあると判定する。

－３６－




